
『環境法令を遵守し、環境に優しい事業を行いたい』 
環境・エネルギー対策資金（公害防止対策関係） 

                                

   

  せさ                               

 

対象となる方  
大気汚染対策、アスベスト対策、水質汚濁対策、産業廃棄物処理、3R事業を実施する方、建設

機械等（オフロード車※1を含む）を取得する方、低公害車（ハイブリッド自動車、クリーンディーゼル自動
車※2等）・ポスト新長期規制適合車等を取得する方 

※1：特定特殊自動車排出ガスの規制等に関する法律（平成17年法律第51号）における基準適合表示の付され

た特定特殊自動車 

※2：中央環境審議会大気環境部会第八次答申で示された排出ガス目標値を達成した（ポスト新長期規制適

合）ディーゼル車  

支援内容 
 

 
貸付限度額 貸付 

期間 
貸付利率 

中小企業事業  国民生活事業  

大気汚染関連 

7億2,000万
円以内 

 

20年 

特別利率③ 

 ②率利別特 連関濁汚質水

アスベスト対策関連 

7 , 2 0 0 万 円
以内 

特別利率② 

③、②率利別特 連関R3・物棄廃業産 ※3 

建設機械関連 
（オフロード車を含む） 

中小企業事業：基準利率、特別利率①、②
※4

 

国民生活事業：基準利率、特別利率①、②
※4

 

低公害車関連 基準金利、特別利率②※5 
※3：廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和45年法律第137号）における無害化処理認定事業者及び

優良認定事業者、「容器包装に係る分別収集及び再商品化の促進等に関する法律（平成7年法律
第112号）第21条第1項に基づく指定を受けた者から再商品化事業にかかる委託を受けた者のうち、同法
施行規則第４条第６号に規定する特定分別基準適合物の再商品化を行うために必要な設備（光学式
選別機のみ）を新たに取得する者（中小企業事業のみ）については特別利率③、その他は特別利率② 

※4：建設機械の種類により、貸付利率が異なります。詳細は下記にお問い合わせください。 
※5：ポスト新長期規制適合車等（平成21年排出ガス規制適合車又は平成28年排出ガス規制適合車）のう

ち、ディーゼル車（トラック、バス、トラクターに限る）を取得する場合は中小・国民ともに特別利率② 

取扱金融機関 
株式会社 日本政策金融公庫、沖縄振興開発金融公庫 

ご利用方法 
申し込み時に各機関に必要書類を提出してください。 
必要書類については各機関にお問い合わせください。 

 
 
 
 
 

公害防止施設、建設機械、低公害車及びポスト新長期規制適合車などを取得するために必

要な設備資金の融資を受けることができます。 

お問い合わせ先 
株式会社日本政策金融公庫（日本公庫）  

国民生活事業（個人企業・小規模企業向け事業資金） 
中小企業事業（中小企業向け長期事業資金） 

事業資金相談ダイヤル：0120-154-505 
沖縄振興開発金融公庫 TEL：098-941-1785（中小企業資金） 
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